
大阪市認知症高齢者等見守りネットワーク事業 

協力協定書 

 

 

大阪市住吉区役所（以下「甲」という。）と大阪市住吉区内郵便局（以下「乙」という。）

は、大阪市認知症高齢者等見守りネットワーク事業（以下「事業」という。）の実施に関

して次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 認知症高齢者等が徘徊したとき、警察による捜索を補完するものとして、行方

不明になった方の氏名や身体的特徴等の情報を、甲が乙に対してメールにより配信す

ることで、地域内での迅速な徘徊者保護を可能とし、事故の発生等を防止することを

目的とする。 

２ この協定は、前項の目的を達成するため、事業の実施に関し、必要な事項を定める

ものとする。 

 

（責務） 

第２条 甲と乙は、事業の実施に当たって、相互理解による高い信頼関係と協力関係を

構築するとともに、事業を継続的に実施することができるよう努めるものとする。 

 

（協力の内容） 

第３条 乙は、その日常業務に支障のない範囲において、地域の認知症高齢者等に対し

て見守りを行い、行方不明高齢者等を発見した場合には、甲が委託して設置する地域

見守り相談室又は管轄の警察署に連絡を行うものとする。 

 

（見守り協力者名簿への登録） 

第４条 乙は、この協定の締結をもって甲の協力者名簿に登載するものとする。 

 

（個人情報の保護） 

第５条 甲と乙は、本事業に関し知り得た個人情報を他に漏らすことのないよう、個人

情報の取扱に関して、必要な措置を講ずるものとする。 

２ 乙は、この事業を通して得た情報については、認知症高齢者等の見守り以外の目的

に利用してはならない。 

３ 乙は、この事業を通して得た情報については、不正に使用又は提供してはならない。 

４ 乙は、この事業を通して得た情報については、情報の取扱に十分に注意し、情報の

滅失・改ざんのないよう、適切な管理に努める。 

５ 乙は、必要がなくなった情報については、速やかに廃棄する。 

 

 



（免責事項） 

第６条 乙は、認知症高齢者等の異変に関して、その責任を負わないものとする。 

 

（協議） 

第７条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、その都度甲乙協

議の上決定するものとする。 

 

（有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、協定締結の日から、平成 31 年３月 31日までとする。 

２ 前項の期間満了の日の３か月前までに、甲乙いずれからも特段の申し出がない場合

は有効期間を１年更新するものとし、その後も同様とする。 

 

（本協定の破棄） 

第９条  乙は、甲に対する申し入れによって、本協定を破棄することができる。 

２ 甲は、乙が事業に協力するに当たり本協定の規定に違反したとき又は乙が事業に協

力するにあたり不適当な事由があると認めるときは、乙に対して通告により本協定を

破棄することができる。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する。 

 

 

 

 

平成 30年 6 月 1日 

 

 甲  大阪市住吉区南住吉３丁目１５番５５号 

大阪市住吉区長    朝 川   晋 

 

 

 乙  大阪市住吉区万代東４丁目４番２８号 

大阪市住吉区内郵便局 代表 

住吉万代東郵便局長  木 田 博 明 

 


